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ポルトガル共和国  

国の概要 

（外務省 HP より） 

面積 92,225km² 

人口 約 1,020 万人（2024 年，世界銀行） 

首都 リスボン市 

教育行政組織  

 国 
教育科学イノベーション省（Ministério da Educação, Ciência e Inovação）が就

学前教育，基礎教育，中等教育，高等教育を所管する。 

 地方 308 市（自治体）。各市には，市教育評議会（CME）がある。 

教育課程基準 

2018 年政令法第 55 号で定められた全国統一の教育課程ごとの基準がある。 
カリキュラム参照文書として，「義務教育修了時の生徒像」，「必須学習」，「市

民性教育国家戦略」がある。各学校には，基本カリキュラム・マトリックス

の最大 25％までカリキュラムを独自に編成する権限が認められている。 

教科書制度  

 教科書の定義 

教科書（manual escolar）とは，「教育・学習の過程において関連性の高い，た

だし排他的ではない教育的・教育学的資料であり，基礎教育および中等教育

のナショナル・カリキュラムに定められたコンピテンシーおよび学習の発達

に寄与することを目的として，学年または学習期ごとに設計され，生徒の自

律的な学習を支援するものであり，現行プログラムの中核的内容に対応する

情報を提示するとともに，教育活動および学習評価に関する提案を含むこと

ができる（教員の業務に関する指針を含む場合がある）」と 2026 年 8 月 28 日

付法律第 47 号第 3 条 b で定義されている。 

 発行主体 
民間の出版社。どこの出版社でも発行できるが，教科書の誤記や脱落の修正，

必要な正誤表の交換や購入者への配布に生じる費用負担の責任を負う。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

公募で国に認められた教科書の評価・検定を行う団体（評価検定団体）によ

る検定制度。一部の科目は検定制度の対象外である。 

 
採択・選定など

の制度 

教科書の使用の有無および教科書の選定は学校グループ，もしくは各学校の

教育評議会が決定する。各学校の全学年・全教科の採用教科書情報は，教育

科学イノベーション省教育総局のウェブサイトで公開されている。 

 使用義務の有無 
使用義務はない。ただし，教科書を使用する際には，教育科学イノベーショ

ン省が発表する検定教科書のリストの中から採択する。 

 有償・無償 公立学校と，国との間で資金調達協定を締結した私立学校は無償。 

 給与・貸与 
原則貸与制であるが，2023/2024 年度から 1～4 年生までは返却義務がなくな

り，実質給与制となっている。5 年生以上は，返却義務のある貸与制。 

 教科書の特色 
教科書の表紙はハードカバーではなく，厚紙程度。良好な状態で返却するた

めに，教科書カバーを使う生徒もいる。任意科目の宗教の教科書は安い。 

デジタル教科書の状況 

「デジタル教科書パイロットプロジェクト」を通して 2020/2021 年度から

2024/2025 年度までに延べ 53,906 人の生徒がデジタル教科書を使用した。 
2019/2020 年度以降デジタル教科書を一部導入してきたマデイラ自治地域で

は，2025/2026 年度に公立学校の 5～12 年生全員に導入予定。 




